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午前10時03分開議

○委員長（日角 邦夫）

・ 開会宣告

・ 議題の確認

１ 調査事件

(1) 第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)について

○委員長（日角 邦夫）

・ 本件については、１月５日付けで資料が配付され、現在パブリックコメントの手続が実施されてい

る。

・ 本計画について、理事者の出席を求め、説明を受けた上で調査を行いたいと思うが、いかがか。（異

議なし）

・ 理事者の出席を求める。

（環境部 入室）

○委員長（日角 邦夫）

・ 資料について説明願う。

○環境部長（髙橋 良弘）

・ 資料説明：「第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)に対するパブリックコメント(意見公募)手

続の実施について」のうち「第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)について」（平成27年１月５

日付 環境部調製）

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 資料説明：「第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)に対するパブリックコメント(意見公募)手

続の実施について」のうち「第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)の概要（ごみ処理基本計画部

分）」（平成27年１月５日付 環境部調製）

○環境部環境推進課長（西田 智明）

・ 資料説明：「第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)に対するパブリックコメント(意見公募)手

続の実施について」のうち「第３次函館市一般廃棄物処理基本計画(案)の概要（生活排水処理基本計

画部分）」（平成27年１月５日付 環境部調製）

○委員長（日角 邦夫）

・ お聞きの通りだ。ただいまの説明も含め、本件について各委員から何か御発言あるか。

○北原 善通委員

・ 今説明されたが、これはどうなのか。あくまでも人口推計に基づいた計画であると思う。そうした

ら、今Ａ３の概要の資料で説明を受けたが、本体の計画案で見てみたが、まず10ページ。ここの人口

推計見たら、平成32年度、25万6,895人と見ているが、都市計画マスタープランでは、24万8,568人。

それから、国立社会保障人口問題協議会では、24万5,826人と見ている。それから平成36年度、24万

7,051人と見ているが、都市計画マスタープランでは、23万672人。国立社会保障人口問題協議会では、
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22万8,300人となっている。だから、人口を多く見ているということはどういうことなのかと思った

が、ふと81ページを見たら、人口推計の内訳があるわけだ。ここに、「ごみ処理基本計画策定指針（平

成20年６月 環境省）」になっているわけだ。これは平成20年６月でいいのか。平成25年にも改正さ

れている。合うのか。まずこの辺について、ちょっと説明してほしい。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 北原委員から、人口推計についてのお尋ねがあった。まず81ページに出ている「ごみ処理基本計画

策定指針」については、委員おっしゃるとおり、平成20年６月に、最初に環境省から出されて、その

後改定された部分で、その改定の内容を含んでいるところだ。それと、人口推計について、今回の統

計手法で、トレンド法のべき式を採用した理由についてだが、人口推計の見方というのは、いろいろ

な方法があるところだが、ごみ処理策定指針の中では、トレンド法、あるいはさまざまな方法を使っ

た中で、一番相関関係が強いものを行うことが一般的になっているので、第３次一般廃棄物処理基本

計画では、過去10年間の本市の人口実績等をもとに、一般的に推計計算に用いられている９つの推計

式の中から、相関関係が最も高いべき式を推計値として採用したところだ。

○北原 善通委員

・ 81ページは、「平成20年６月 環境省」だ。平成20年６月というと、環境省大臣官房ではないか。

平成25年になってから、環境省。これ違うのではないか。取り扱いがおかしい。間違いではないかと

思う。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 確かにおっしゃるとおり、平成25年の段階で環境省の大臣官房になっているところであり、平成20

年の表記については、今北原委員から御指摘された部分で整理させていただきたい。

○北原 善通委員

・ それなら、推計の取り方が、全然変わってくるのではないか。この81ページは、間違いだというこ

とを認めるのか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 中身については、平成20年に出されて、平成25年に改定されたごみ処理基本計画策定指針の部分で、

考え方とすれば変わってはいないので、そういう意味では、表記の問題はあるけれども、ここに書い

ている内容については、変わらないものと考えている。

○北原 善通委員

・ そうしたら、平成20年６月というのは、平成25年に改めなくてはいけないのではないか。概要資料

でも説明があったが、中を見ていくと、小型家電リサイクルの実施というのは、平成24、25年だろう。

そうすると当然改正がある。これは私予算特別委員会で質問したことがある。だから、ここは平成25

年6月改正にならないといけないのではないか。数字的に間違いじゃないか。訂正しなくてはならな

いのではないか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 繰り返しになるが、確かに平成20年６月に当初の部分が出されて、指摘のとおり、平成25年６月改

定になったということで、通常当初の部分の年月日から書くが、改正を表記するかどうかも含めて、
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表記の際に御意見を踏まえながら整理させていただきたいと思う。

○北原 善通委員

・ 訂正した場合、人口推計に大きく影響してこないか。私はちょっと多めだと思って見ている。その

辺がちょっとおかしいなと思っている。

○環境部長（髙橋 良弘）

・ 今北原委員から御質問があったが、計画策定指針については平成20年６月という記載があるが、今

言ったように平成25年に改定をしているが、ただ、人口の推計については、平成25年に改定していな

いので、指針には平成20年６月で記載したものであり、平成25年のときには人口推計については書い

ていなかった。しかし、記載の方法については、改定されている部分もあるので、その辺については

調整をさせていただきたいと思う。

○北原 善通委員

・ 平成20年６月環境省大臣官房、それから平成25年６月環境省、中身は大分変わっている。改正にな

っているから。概要版の中にはそういう変わっているところが出ているけれども。平成20年のままで

いくと、ちょっと推計から何から合わなくなってくるのではないか。だから、81ページは、平成25年

６月に直さなければならないのではないか。それとも直す必要ないのか。中身が変わってくる。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 北原委員御指摘のとおり、平成25年６月に策定指針について改定されていて、いろいろな新制度と

か、表現とか、新旧対照の部分で変わってはいるけれども、人口推計のトレンド法等の考え方につい

ては、平成20年６月に出されたときの策定指針と特に変更はされていないということで、ここの表現、

確かに北原委員おっしゃるとおり、平成20年６月としか書いていないけれども、改正があったことを

ここに表記として反映させるべきではないかという御意見だと思うので、その部分については、表記

の問題として検討させていただきたいと思う。

○北原 善通委員

・ これ以上はいい。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言あるか。板倉委員。

○板倉 一幸委員

・ 先ほどの説明で、課題として本市の一人、一日当たりのごみ総排出量は全国平均値、全道平均値よ

りも高いという説明があった。詳しい計画案のほうを見ても、確かに函館市は全国より一日、一人当

たり100グラムちょっと多いと出ているけれども、その理由、原因というか、あるいは次のごみの再

資源化の推進、これもリサイクル率が全国平均値、全道平均値よりも低いとなっている、その原因と

か、あるいはなぜそうなっているのか、そういった背景も、計画の中で考え方が示されているのかど

うか。そういったものがなければ、新たな計画をつくって減量化をしていくとか、あるいは再資源化

を推進していくということになかなかならないのではないかと思うが、どうなのか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 今御指摘として、函館市の原単位とかリサイクル率の全国平均、全道平均との違いの原因という話
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だと思うが、まず函館市の一人、一日当たりの原単位が、全国平均、全道平均等より高い状況の原因

についてだが、一般的に原単位を引き下げる方法として、家庭ごみの有料化があるが、有料化の導入

により一時的に原単位が低下するけれども、その後、その低い原単位を維持していく形になるのか、

リバウンド効果でまた元に戻るというようなところもある。本市では平成14年度に有料化を実施して、

原単位が大幅に下がり、その後もそれを維持すべく生ごみ堆肥化補助事業を初めとするごみの減量化

などを実施しているけれども、なかなかそれ以降の原単位の引き下げまでは至っていないのが現状だ。

・ 本市の原単位がほかと比べて高い理由とすると、一つは函館市が抱える高齢化率の高さということ、

あと、世帯当たりの人数が少ないということ、あと、ごみの収集方式が、函館市の場合は路線方式、

他の大都市はステーション方式、あと、地域の市民性の問題等さまざまな問題が複合的に影響してい

ることが考えられ、なかなかこれという分析は難しい状況にあるけれども、まずは市、市民、事業者

が連携して、本市における循環型社会形成を一層進めていくことが重要であり、そのことをこの第３

次計画の中でも基本方針として特に打ち出しているところだ。

・ リサイクル率が全国平均、全道平均よりも低い原因はどのように考えているのかだが、リサイクル

率が高い自治体の特徴とすると、資源回収品目が多いことや、あるいは焼却灰の資源化とか、破砕処

理装置の設置などが状況として見られている。繰り返しになるが、函館市はステーション方式ではな

く戸別収集方式を採用していることもあり、なかなか一度に回収品目をふやすことが困難な状況であ

り、それでも資源回収分別品目等で６品目としているところだ。また、町会、老人クラブ等で取り組

んでいる集団資源回収に対しても、より一層の促進を進めていくことを第３次計画の中で盛り込んで

いる。以上の部分が主な理由かと考えている。

○板倉 一幸委員

・ そういった事柄が、この基本計画の中に表現として出されているのか。どこに出てくることになる

のか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ Ａ３版の資料で言うと、ごみの原単位の減量化、再使用のことについては、基本方針となっている

１番目の「ごみを出さないライフスタイルの推進」と、２番目の「ごみの減量化と再使用に向けた取

り組みの推進」、この中に生ごみの減量とか、集団資源回収の推進とか、あるいは雑がみの有用利用

の推進とか、そういった部分も含めて、これでまずごみの総排出量の削減、減量化を図ろうとするも

のだ。計画でいうと、60ページから「ごみを出さないライフスタイルの推進」ということでいろいろ

な部分を書いていて、それから第２節のところに、「ごみの減量化と再使用に向けた取り組みの推進」

となっている。そしてあとリサイクル率の向上については、65ページから第３節の「効果的なリサイ

クルの実施によるさらなる循環型社会の確立」として施策について書いているところだ。

○板倉 一幸委員

・ 私が考えるには、全国、あるいは全道より高いという理由があって、その理由を解決、解消してい

く方法がとられていくのだろうと思うが、要は、なぜ高いのかを明確にして、市民の皆さんにもこう

いうようなことが当市では考えられるから、そこのところは十分いろいろな方法で解消してほしいと

いうようなお願いをもちろんしていかなければならないと思う。その辺の原因はやっぱりはっきりと
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明示というか、全て明らかにできないと先ほど言っていたが、一定程度やはり考え方を、なぜそうい

うふうになっているのか、そういったものを明示して新たな計画を進めていくほうがいいのではない

かと思うが、どうか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 委員御指摘のとおり、函館市の状況ということと、先ほど口頭で申し上げた高齢化とか世帯当たり

の部分とか、あるいはさまざまな分別品目の関係、あるいは資源ごみの回収体制の関係ということで、

それぞれの状況と今後展開する部分で説明はしているけれども、もう少し、おっしゃるとおり、原因

があって対策があるので、その辺のわかりやすさについては、今御指摘の部分を含めて整理させてい

ただきたいと思う。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言あるか。斉藤委員。

○斉藤 佐知子委員

・ このＡ３版の資料で、「課題」が１、２、３とあり、そして「基本方針および主な施策」は先ほど

30事業あるという話であった。この30事業は特に今回の第３次で大変目新しい施策があるとは、私は

全然思えないけれども、今このような課題を解決するために何をしたらいいか、これは環境部が考え

るが、市民理解が本当に大きなところだと思う。函館市は今６品目だが、横浜市ではさらに分別の細

分化を図っていること、それからごみを出したときの開封調査の試行で、出したごみを、きちんと分

別されているかどうか、袋を開けて調べたりもしている。そのことに関しては、市民の方にも賛否両

論があると聞いているが、そういうことをすることで、要するに燃えるごみを少なくしている。また、

横浜市はごみの焼却炉が６基あったけれども、それを今は４基で動かし、２基減らすことができた。

そういうことでは、ごみ処理施設の延命化も図ることができたという話がある。ここの課題にも、３

では「新たなごみ処理施設の整備」、今のところは平成38年までという話だ。そうなると、ごみをし

っかり減らすことがごみ処理施設の延命化を図ることにも当然つながっていくと思う。そういう意味

で、今回のこの施策の中にはないが、分別の細分化のこと、それから開封調査を試行してみる、この

ことに関してはどのように考えているか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 今委員御指摘の横浜市の取り組みなどの部分、いろいろ先進都市について事業を行っていることは

承知している。まず一つは、開封調査という言われ方だったが、この計画にも現状として書いている

けれども、燃やせるごみ、燃やせないごみ、プラスチック容器包装の組成分析で、サンプリング調査

になるけれども、そういったものを開けて中の分析や、あるいは資源物の混入状況とかは現在も函館

市で状況として捉えている。あと、分別品目の検討についてだが、先ほども申し上げたとおり、函館

市の場合は歴史的にステーション方式ではなくて、路線方式が一般的であるので、収集運搬の状況か

らすると、なかなか一遍に分別品目を細分してふやすことが難しい面があるけれども、行政回収だけ

ではなくて、いろいろな集団資源回収とか、あと、新規事業として始めている小型家電リサイクルの

回収箱とか、試験回収している古着の再資源化とか、集団資源回収における雑がみの回収の活性化と

か、さまざまな分別品目、分別収集方法の中で資源化を進めて参りたいと検討しているし、この計画
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の中で新たな検討課題として提示しているので、そういったことが今考えているところだ。あと、言

われるとおり、市民の方にごみに対する認識とか、減量化に対する、リサイクルに対する関心という

ことで、今までも出前講座とか、さまざまなパネル展とか行っているけれども、こういう環境啓発、

環境教育についてもより一層新たな切り口でさまざまな生ごみについての教室とかいろいろなものを

継続して、市民の意識の喚起を図って参りたいと考えている。

○斉藤 佐知子委員

・ わかった。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言あるか。市戸委員。

○市戸 ゆたか委員

・ 今、斉藤委員や板倉委員から、リサイクル率が低いのは何なんだとかそういうことが言われたけれ

ども、私も全く同じ考えで、これを全部読ませていただいたが、実態として、やはり函館市民の理解

というか、なかなか分別がきちんとされていないということが書かれている。特に思ったのが、事業

系のごみの中に、先ほど組成分析したということだったが、相当いろいろな資源ごみが入っていると

か書かれていたけれども、市民啓発しているとは私も思っているけれども、出前講座の回数も減って

いるし、そういった意味では、市民への啓発の仕方をもうちょっと強力にしていくべきだし、事業系

ごみの組成分析の結果をきちんと事業系の人たちに知らせていくことをしない限り、分別が進んでい

かないと思っているけれども、その辺は今後この計画の中で文章的には書かれているけれども、もっ

と強力に私はやる必要があるのではないかと思うが、その考えはどうか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 今委員御指摘のとおり、ごみの減量化がまずはいろいろな廃棄物行政をやる上でも一番大事な部分

であり、今まで、ともすれば家庭系ごみの減量化にどちらかというと重点がかかっていたので、事業

系のごみの減量化については、実はもう既に再生事業者と協力して、それまで焼却だとかに回ってい

た雑がみについて、無料で回収するような仕組みづくりというものも、去年の初めから稼働している

状況になっていて、その部分についてのさらなる周知徹底。あと、事業系ごみの状況、あるいは資源

ごみの混入状況についても、きちんとしたリーフレット等でまとめて、いろいろな業界団体を通して

積極的なＰＲをしていこうと考えている。

・ また、環境啓発、環境教育の項目についても、どうしてもこれは一朝一夕で効果があるものではな

くて、粘り強く繰り返し行っていかなければならないものであるけれども、ただ同じような方法でや

ると、どうしてもマンネリ化というか、新鮮味がなくなる部分があるので、趣旨は変わらないにして

も、どういった切り口、アプローチの仕方があるかということで、新たな啓発、教育の手法を含めて、

より積極的に掲げていこうということで今回の基本方針の第一に挙げていて、それこそ事業者のライ

フスタイルの意識改革が大きな課題になっているところであり、そういった面についても、積極的に

取り組んで参りたいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ 85ページにアンケート結果が出ているけれども、「ごみの減量やリサイクルについて」で、「関心が
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ある」・「やや関心がある」と回答した方が89.9％で、相当市民の方は分別に関心があると、減量に関

心があるということで、やはり市民の方にそういう理解を求めていくということ。それから、ごみの

減量化をぜひ積極的にやっていただきたいと思ってこれを読んだ。

・ 次に、27ページだが、ごみ処理手数料が平成14年度から有料化され、10年、12年たっているわけだ

けれども、よく言われるのが、函館市のごみ袋が高いということで、ごみ袋が高いのではなく、手数

料が入っているから高いと言われている。他都市から来た人たちから、本当にごみ手数料が入ったご

み袋が高いという苦情を、私たち受けているけれども、ごみ手数料は今後値上げをしていくのか、値

上げをしないでこのまま据え置くのか、それから資源ごみは現在無料だけれども、これを有料化した

場合、さらに分別が難しくなっていくと私は思っていて、無料化を継続すべきだと思っているが、そ

こはどう考えているのか。

○環境部長（髙橋 良弘）

・ 今市戸委員から、ごみ手数料の部分で御質問があった。当市においては平成14年度にごみを有料化

して、当時からもう12年ほどたっているけれども、そういった中で、１リッター２円で算定して、20

リッターであれば１枚40円で手数料としていただいている。ただ、当初設定した段階では、ごみの原

価を出して、それに激変緩和ということで、２分の１に設定している部分であるので、本来であれば、

２円ではなくて４円をいただくような部分もあったが、最初にそういう設定をしたこともあり、２分

の１の現在２円としているともあるので、本来であれば４円といった部分もある。ただ、現状とすれ

ば、２円にしてから、手数料をいただいてから12年たつわけだが、現状の市の財政状況を含め、あと、

消費税が去年上がったなど、いろいろな状況があるので、その辺も含めて今後見極めていかなければ

ならないと思っている。それから、資源ごみの部分もある。資源ごみは現在無料だけれども、資源ご

みについても、一部、缶・びん・ペットボトルを売却している部分はあるけれども、確かに処理する

ためにはかなりの費用もかかっている。そういった部分では、将来的にまだ検討していないけれども、

有料化することも検討する部分も出てくるのかと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ １リッター２円で手数料いただいているけれども、４円にするかもしれないし、資源ごみも今無料

だけれども、今後検討、この10年間の間で有料化するかもしれないということで、そこはまだはっき

りしていないけれども、心の中にはあるということだ。そういうことで、その辺は慎重に検討して、

私たちはこのままでいってほしいと思うし、もちろん値下げもしてほしいという思いでいるので、そ

こは述べておきたいと思う。

・ この計画を見て、優良店舗の取り組みが非常にいいと思って見ていたけれども、今157店舗あると

いうことだが、これについてもう少し説明してもらいたいのと、これをもっとふやすような検討をし

ていただけないかと思う。要するに、事業者側、店側もいろいろなトレーだとか、そういうものをな

くしていくような取り組みも一方では必要だと思うが、そこら辺はどうか。

○環境部環境推進課長（西田 智明）

・ 現在市では優良店の認定基準を定めた中で、11項目くらいあるが、そのうち２項目該当すればとい

うことで、逆に言えば店舗のほうから推薦してもらうとか、そういう店を紹介してもらうとか、あと
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実際に申し込みをしてもらうというような手続の方法をした中で、認定した店舗については、認定証

とステッカーを渡すなどしてお店のほうに掲示していただいているところだ。あと、昨年に一度、今

までは小売店舗を中心としていたが、それ以外の事業所でもごみの減量化などに努めているところが

多くあるので、そういった事業所も新たに認定するということで、要綱で若干見直した中で、率先し

てそういう活動をしている事業所からの申請を受け付けていきたいと見直しをしている。現在のとこ

ろ157店舗で、例えば市内のコンビニが結構出してもらっているけれども、店舗が廃止する場合もあ

るし、新規で出店するということで、多少そういう部分で増減が出たりはしているけれども、スーパ

ー、小売店舗、コンビニは多く出していただいているが、個人商店でも出てたりはするけれども、な

かなか大幅にふえる状況はないので、今後もう少し制度を周知していく中で、事業者のほうの取り組

みに期待していきたいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ ぜひ優良店舗の取り組みについては積極的に、目標の数字は出ていないが、157を大幅に上回るよ

うな取り組みをしていただければと思う。

・ 38ページだが、ごみ手数料が有料化して12年たつが、当時不法投棄がかなりふえて、それでパトロ

ールも頻繁に行って、頑張ってやっていただいているけれども、不法投棄は今ふえているのか。私も

何年も車が放置されているということがあったり、いろいろなところからいろいろな声を聞いている

けれども、不法投棄等防止対策の中で、不法投棄の量が書かれていなかったので、そこら辺はどうな

のか。

○環境部清掃事業課長（宮下 勝弘）

・ 不法投棄の件数については、ほぼ横ばいという形になっている。量的にも同じだ。

○市戸 ゆたか委員

・ この計画の中に、きちんと示したほうがいいのではないか。やはりあと10年の計画なので、不法投

棄もなくしていくような取り組みもしていってほしいと思うので、要望しておく。

・ 47ページで、日乃出清掃工場が「延命化工事を実施することにより、平成38年度頃までの使用が可

能である」と、そして、七五郎沢廃棄物最終処分場については、「平成41年度頃までの使用が可能で

あると考えており」ということで、どちらもあと11年後、14年後ということになるけれども、先ほど

説明がなかったような気がする。68ページの「新たな廃棄物処理施設の整備に向けた検討」で、これ

から函館市廃棄物処理施設整備基本計画の策定に着手していくということで、69ページに今後のスケ

ジュールが書かれているけれども、要するにこれは焼却施設だとか、それから最終処分場をどうして

いくかという基本計画になっていくと思うが、あと２年でこの計画を策定していくということで、非

常に大事なスケジュールだと思っているけれども、この基本計画を策定するに当たって、要するに場

所を選定していくということになると思うが、今の段階ではどう考えているのか、いろいろ産業廃棄

物でも問題というか、市民から不安の声が出たけれども、廃棄物処理施設設置指導要綱に基づいて多

分場所の選定が行われていくと思うが、その辺は今どう考えているのか。

○環境部長（髙橋 良弘）

・ 69ページに書いてあるように、今後の施設整備ということでは、平成27年度、それから平成28年度、
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平成29年度に一部かかるかもしれないけれども、約２カ年程度かけて新たな施設の計画を考えている。

特に焼却施設という部分では、日乃出清掃工場が現在延命化ということでやっており、１、２、３号

炉あるけれども、平成38年度までであり、平成39年度から新施設で、それにあわせて平成27年度から

計画をつくるということだ。あと、最終処分場、それから資源化施設とあるように、リサイクルセン

ターとか施設があるので、そういった部分のあり方もこの計画の中で検討していかなければならない

と考えている。場所の選定であるけれども、この２年間、多分後半になると思うけれども、そういっ

た中で場所の選定もしていこうと考えていて、今市戸委員からお話があった指導要綱だが、これは民

間の施設対象であるけれども、市の施設としてもあくまでもそういった部分は尊重していかなければ

ならないと考えているので、そういった部分も含めて用地も選定していきたいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ この指導要綱に基づいてとなると、要するに学校だとか病院だとかいろいろなところから500メー

トル離れたところじゃないとだめだということだ。そうなってくると、この近辺には難しいと思う。

そうなると山の奥のほうになるのではないかと想像はつくけれど、いろいろなほかの都市の研究をし

ていただきたい。研究をしていただいて、市民の方たちともきちんと話し合いを持っていくような、

順序を経てやっていただきたい。いきなり計画で出されて、住民の人たちが右往左往して不安な思い

になるということをもう二度としてほしくないと思うので、そこら辺は十分に行っていただきたいと

思うけれども、この基本計画は環境部だけでつくるのか。メンバーはどういう人か。

○環境部長（髙橋 良弘）

・ 基本計画の策定について、施設の部分については処理方式等あるので、専門家の先生方も含めてい

ろいろ検討もしていった中で、処理方式とか規模とか決めて参りたいと思う。あと、そのほかの部分、

場所も含めて、計画についてはそういう先生方も含め、市民の方々もいろいろな各界の方々も委員と

して入っていただいて、そういう委員会で計画をつくっていくということを考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ そうであるならば、きちんとこのスケジュールをもう少し積極的に公表して、この基本計画をあと

２年でつくるということをしっかり市民にも示していただきたいと思っている。今パブリックコメン

トの手続に入っていくということなので、そこはそこで意見は出るかもしれないけれども、なかなか

これ読み込むの大変だ。そういった意味では、専門家の方たちにもしっかり計画を示して御意見をい

ただきながら、もう二度と混乱のないようにしていただきたいということで私の質問を終わる。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言あるか。工藤委員。

○工藤 恵美委員

・ 施設にかかるお金にしても、多額の費用がかかるわけだ。莫大な建設費がかかってくるわけだが、

税金を使うわけだから基本に戻って、ごみを出さないライフスタイルの推進というのがもっとも大き

くなると思う。ネットで審議会の議事録というか、様子も見させていただいたが、やはり審議会の委

員の皆さんも、ごみを出さないためにはどうしたらいいかというところに質問が集中していたと思う。

それに対して、環境部の答えが緩いというか、今までどおりの対策しか聞こえてこなかったのがちょ
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っと残念だと思う。検討させて、新しい計画案をつくりますというので、このたび楽しみにしていた

が、あまり今までの対策と変わらないのかと思うので、ちょっと気になっている点を何点かお聞きす

る。私もごみの環境フォーラムに積極的に参加している。いつも参加する市民の方は、大体同じよう

なメンバーで、それも高齢だ。50代、60代、70代の方々が多いように思う。それはフォーラムの時間

帯に問題があるのではないか。平日の昼にやっても、一番ごみを出す年代の方が来ていないのではな

いか。前にも質問したことがあるが、そういうところを変えていくことも必要ではないのか。アンケ

ート調査によっても、一番関心を持っているところが60代、70代になっているわけだから、関心のな

い人たちにどれだけごみを減量させるかということが、函館の大きな課題なのではないだろうか。こ

れから大きく税金を投入するわけだから、何とかみんなで、函館市民の人たちがここに注目をして、

函館が全国平均で非常に悪い成績であるというところを抜本的に改革していこうじゃないかという施

策が必要なのではないかと思う。そこで、もっときつい罰則規定なり、先ほど皆さんの質問の中にも

あったが、分別の見直しも含めてもっと考えるべきではないだろうか。函館の近隣の七飯町でも、北

斗市でも、非常に分別が細かくされている。七飯町から函館に引っ越してくる方が、ちょっと私引っ

越し手伝ったが、七飯町で引っ越しをする場合に、10くらいの袋が必要で、そこにきちんと入れない

と絶対に引き取ってくれないということだった。じゃあ、函館に持って行けばいいじゃないという話

にもなるけど、それもできないと。引っ越し業者がきちんと分別しているわけだ。そういうようなこ

とも含め、都市の規模の違いもあるのかもしれないし、焼却炉の大きさ、性能の違いもあるのかもし

れないけれども、まずは徹底的に市民の方々にごみの減量をしてもらうと。ここにも書いてあるが、

環境部ニュースだとか環境読本だとか書いているけれども、環境部ニュースを見てよと言っても、見

る人もいれば見ない人もいるけれども、函館の施策として打ち出していけば、必ずやいろいろな方々

の耳に入ってくるはずだ。環境部ニュースを見なくても新聞は読むから、読む方のほうが多いと思う

ので、もっと緩くない、きつい施策を考えてほしいと思う。

・ それから、古着の再資源化のリサイクルで、新しい取り組みをされているようだが、これも審議会

の様子を見ると、古着これからは何でも扱い再利用すると、それから、65ページ、「古着の再資源化」

で、古着をこのままでバザーとかそういうことを考えているのか、それとも、前に議場でも質問して

いるが、プラスチック系はだめで、綿類だけを回収するという話を聞いていたが、この書き方だと、

全ての衣類を資源回収するということだが、これはどのように考えているのか、内容を教えてほしい。

○環境部環境推進課長（西田 智明）

・ 今まで集団資源回収で古着回収をしているけれども、実際には綿含有量が50％以上でなければ業者

で下取りがなかった。ウエスにする原料として下取りするということで綿50％以上というものがあっ

た。ただ最近は、古着の再利用をすると、国内だけではなくて、国外にも送るという取り組みが結構

盛んになってきた。北海道でもそういう取り組みをする事業者がいる。昨年、エコフェスタで古着の

回収、綿の含有量にかかわらず受付したところだが、約１トンを１日で回収したところだ。それに関

しては、市内の事業者では、ウエスの取り扱いをする事業者があるけれども、綿の含有量に限りがあ

って、それをちゃんと分別しなければ引き取らないということだったので、実際には市外の事業者に

協力してもらって引き取っていただいた。郵送料をむこうで持ってもらい、１０キロ１円という、そ
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ういう形で引き取ってもらって、再利用とかウエスにも加工するという取り組みがあった。今後もイ

ベント回収はエコフェスタだけではなくて、他のイベントでも回収していきたいと考えている。あと、

環境部のほうに新年度から拠点回収のような形で古着を受け付けるということもふやしていきたいと

思うが、まだ小型家電リサイクルを１０月に実施したばかりで、そちらのほうの定着をある程度図っ

ていく中で、古着に関してもどういった回収手法があるか今後検討していきたいと考えている。

○工藤 恵美委員

・ 今後検討していくということなので期待するが、再利用というと、このまま古着を集めて、それを

売るのか。それともウエスにするのか。どういう考え方なのか。

○環境部環境推進課長（西田 智明）

・ 基本的には洗濯をして乾燥したもの、大きなしみ、汚れとか、破れがないものが基本として業者に

はあるけれども、一応出されたものは全て回収していただいている。その中で、業者で個別に選別し

て、再使用が可能なものは古着として売る形の流れにもっていくし、あと、なかなか再使用が難しい

ものはウエスとして加工するとか、最終的にどうしてもだめなものは焼却する形にしていくと聞いて

いる。

○工藤 恵美委員

・ わかった。バザーとかフリーマーケットとか、いろいろな団体の活動費にするためにそういう取り

組みが各イベントでなされているけれども、衣類はかなりの量が集まる。だからそれを丁寧に扱える

かどうかというのが問題だと思う。ごみとしてしまえばもうごっちゃになってしまうし、再利用とな

れば、きちんと畳み込みクリーニングされたきれいなものをどのように扱うかによっても変わってく

ると思うので、そういうことが環境部でできるのか不思議にも思う、女性も少ないから。どういうこ

とができるのか、ちょっと予想がつかないが、検討するということなので期待をしたいと思う。最後

に、数値目標だが、函館は現在全国何位なのかわからないけれども、全国平均値、全道平均値のワー

ストであると。平成31年度、平成36年度のこの目標数値は、どの程度までアップできると考えるのか。

○環境部参事３級（岡崎 広久）

・ 函館市の原単位は、全国平均、全道平均に比べてワーストまではいかないが高い状況だ。状況とす

れば同程度の都市と比べると高い状況になっている。それで特に原単位の部分について、今後いろい

ろな減量化施策、資源化施策をする中で引き下げていく。平成31年度、平成36年度の当市の目標がど

のくらいのランクかという端的なお尋ねかと思うけれども、函館市に限らず全国の自治体でいろいろ

なごみの減量化、資源化には取り組んでいるところであるので、函館市がやっているときに他都市も

当然いろいろな施策は行っているとは思うけれども、まずは、平成14年の有料化以降、どうしても原

単位については、なかなか軽減させることができなかった状況を、先ほど申し上げたごみを出さない

ライフスタイル推進の徹底とか、減量化、資源化を進めることによって、可能な限り落としていこう

という目標値で、いろいろな施策の効果とか、現況、あるいは今後見込まれる対策の効果を見込んで

出した数値が、平成31年、平成36年度のそれぞれの数値であると御理解いただければと思う。

○工藤 恵美委員
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・ わかった。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに、御発言ないか。（なし）

・ それでは、発言を終結する。

・ 理事者におかれては、本日の議論を踏まえ、今後の対応を進めていただきたいと思う。

・ ここで、理事者は御退室願う。

（環境部 退室）

・ 議題終結宣告

(2) 第４期函館市障がい福祉計画(案)について

○委員長（日角 邦夫）

・ 議題宣告

・ 本件については、資料が配付され、同様にパブリックコメントの手続きが実施されることとなって

おり、正副委員長としては、本計画について理事者の出席を求め、説明を受けた上で調査を行いたい

と思うが、いかがか。（異議なし）

・ 保健福祉部の出席を求める。

（保健福祉部 入室）

○委員長（日角 邦夫）

・ 資料について説明をお願いする。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 資料説明：１ 第４期函館市障がい福祉計画素案の配付およびパブリックコメント(意見公募)手続

きの実施について（平成27年１月15日付保健福祉部調製）

２ 第４期函館市障がい福祉計画素案の修正（平成27年1月20日付保健福祉部調製）

○委員長（日角 邦夫）

・ お聞きのとおりだ。ただいまの説明も含め、本件について各委員から何か発言あるか。北原委員。

○北原 善通委員

・ 素案の修正は、委員の分だけでも、理事者のほうでやってほしい。後日でいいから修正してほしい。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 申しわけない。昨日の修正だったので間に合ってなかったが、修正後のものを改めてお配りさせて

いただく。（「そうか」と北原委員）ちょっと作業があるので、今日というわけにはいかないが、後日

修正後の案を改めて配付させていただく。

○北原 善通委員

・ それならいい。このまま置いておくと、誰か見た場合に間違いということになるから。だからこれ

後で没収するのか。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ いえ、事前にお配りさせていただいたものが素案で、本日案としているので、改めて案をお配りさ
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せていただく。

○北原 善通委員

・ わかった。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほか御発言ないか。市戸委員。

○市戸 ゆたか委員

・ ７ページだが、障がいがある方の数は全体で先ほど２万824人とお聞きしたけれども、前の計画の

ときと比べて減っているのか、ふえているのか。その辺の記述がなかったので、私なりに平成23年を

拾ってみたけれども、減っているという感じがするが、まずその辺どういうふうに分析しているのか

教えてほしい。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 障がいのある方の現状の話だが、概要の１ページで、身体障害者手帳をお持ちの方が昨年の４月１

日現在で１万3,664人、これが平成23年４月１日現在で１万3,428人であった。療育手帳については、

2,546人に対し、2,306人であった。それから、精神障害者保健福祉手帳は、2,286人が、2,013人であ

った。特定疾患医療受給者証については、３年前が難病の範疇に入ってなかったので、今ここで数字

はないけれども、いずれも３障害あわせて増加しているということになる。

○市戸 ゆたか委員

・ 増加しているのか。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ そうだ。

○市戸 ゆたか委員

・ 身体障害者手帳の計が平成23年で１万3,428人だ。現在は１万3,664人だ。勘違いだ、ふえていると

いうことで了解した。

・ 11ページのグラフだが、このグラフを出して何を分析したかったのかちょっと読み取れなかった。

例えば私が思ったのが、年代別の回答者はわかる。75歳から79歳の方が非常に多かったと思うわけだ

が、例えば身体障害者手帳所持状況で、１級の方が218人いるけれども、持っていない方が216人いる

と。ずっと見ていくと、そのほかにも療育手帳を持っていない人が749人いると。精神障害者保健福

祉手帳も持っていない人が750人。この数字が突出して出ているわけだが、このグラフで何を読み取

りたかったのか、ちょっと教えてほしい。

○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ 今回このアンケートについては、全体的な傾向をつかもうということで、例えば身体障害者手帳、

それから療育手帳を交付された方の障がいの等級の状況を全体的な数値として把握したいということ

で実施したものだ。

○市戸 ゆたか委員

・ 手帳を持っているか持っていないか全体的に把握して、じゃあ持っていない人たちに対してどうい

うふうにしていくのかがこの計画に盛り込まれていればわかるけれども、盛り込まれていないような
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気がする。びっくりするくらい、半分以上の方が、例えば身体障害者手帳を、１級の方が218人持っ

ているけれども、持っていない人が216人もいるということだ。違うのか。分析の仕方が違うのか、

どういうふうに違うのか、教えてほしい。

○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ 内訳の詳細についてだと思うが、例えば身体障害者手帳をお持ちの方で療育手帳を所持されていな

い方もいる。逆に所持されている方も中にはいる。そういった部分の純然たる数値というか、その内

訳の把握ということで実施したものだ。

○市戸 ゆたか委員

・ 例えばこの１級から６級、持っていない、無回答の方がいるけれど、身体障害者手帳を、身体障が

い者だけれども、例えば手帳を持っていない人が216人いるということなのか。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 本編の10ページにあるように、このアンケートは身体障がい者の方1,370人、知的障がい者の方そ

れぞれを対象に回答をいただいた。身体障がい者の方が738人、知的障がい者の方が62人、精神障が

い者の方が64人、難病患者の方が84人、回答いただかなかった方が25人いて、計973人の方々を母数

として分析したものが11ページ以降の結果の概要に記載をされている。973人のうち、身体障害者手

帳を持っている方が１級から６級まであって、持っていない方が216人ということは、身障手帳は持

っていないけれども療育手帳なり（「難病患者だったり知的障がい者も入っているということか」と

いう声あり）、そうだ、精神障害者保健福祉手帳だとか、特定疾患医療受給者証、それしか持ってい

ない方が216人いると。重複で手帳を持っている方がいるので、グラフにさせていただいているとい

うことだ。

○市戸 ゆたか委員

・ 非常にわかりにくい、混乱するようなグラフだ。私のように勘違いしている方もいると思う。そこ

ら辺はどういうふうに、これこのまま表を掲載してもいいのか、混乱するのではないかと思うが、ど

うか。私はこれをまず見て思ったのが、身体障がい者の人で、障がい者なんだけど、今現在手帳をな

くしたとか、そういうことなのかと思ったけど違うということだ。そこら辺の読み取りの方法がちょ

っとわかりづらかったので、これ、何とか検討してもらえればと思う。その後のグラフだが、非常に

わかりづらくて、第３期はどういうグラフをつくっているのかと思って、第３期のグラフを見た。見

たら、今つくっていただいている第４期は、全体で分析している。だから、異常に、例えば居宅介護、

「しない」39％、「無回答」50％ということで、本当に必要としている「週１～２回」が７％とか、

非常に数字が少なく出ている。これを分析してどう計画に反映させるのかも理解できなかった。それ

で、第３期の平成24年から平成26年のグラフを見ると、これだとまだわかりやすい。満足度で見てい

るので、例えば居宅介護（家事援助）は、「満足度」でいうと、「とても満足」、「満足」で分析され

ていて、「今後の利用」でいうと「利用したい」とかでグラフが非常にわかりやすく出ていて、さら

に言うと、サービスの利用も分析している。障がい者の方たちのサービスを、精神保健訪問指導事業

について満足しているとか、満足していないとかだ。ＮＨＫ放送の受信料の減免について大変満足と

か、非常にいいグラフになっているが、今回のグラフの分析の意図は何か。
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○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ アンケートの調査の内容にかかわってのお尋ねだ。第３期のときのアンケートだが、これはサービ

スを利用されている方への調査で、その中でも「満足度」等々結果が出ていた。今回については、全

体含めて利用されている方、されていない方も含めてのもので、いわゆる何らかの手帳を持っている

方への調査で、その中で利用されている方、現行利用されていない方の内訳になっている。

○市戸 ゆたか委員

・ これをグラフ化して分析をして、何につなげるのかがわからない。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ このアンケートはそれぞれのサービスごとの利用希望をまとめたものだが、当然これをまとめるに

当たっては、障がい種別ごとにデータをとっている。それを基礎としながらサービス利用の計画に反

映させていっているわけだが、今の障害者基本法の考え方が障がいの種別によらないということなの

で、結果的に本編では合算したものしか載せなかったということだ。だからわかりにくくなったとい

うのは御指摘のとおりだと思う。今お話があったので、障がい種別ごとのデータを持った上での話だ

から、それを、69ページ以降「資料編」のほうに障がい種別ごとの集計したデータを加えるという対

応をさせていただきたいと思う。申しわけないが、私どもはわかってて結果だけ、障がい種別によら

ない集計をしたものしか載せなかったけれども、確かに分析からすると、障がい種別ごとのデータが

なければなかなかわかりにくいという御指摘はよくわかるので、そのような対応をさせていただきた

いと思う。

○市戸 ゆたか委員

・ 誰が見てもわかりやすい計画にしていただければと思うので、「資料編」よろしくお願いしたいと

思う。それで、障がい福祉計画は３年ごとだが、障がい者のしおりが非常にいい。私にとってバイブ

ルだ。障がい者の人たちにとって、どういうサービスが具体的にあるのかが書かれていて、非常に私

はいいものだなと評価しているわけだけれども、例えば先ほどの相談事業、ページで言うと46ページ

で、２カ所の支援事業があるが、結構相談に来る。というのは、障がいの等級を受けたのが20年前、

30年前の方が、どんどん高齢化してきて、障がいがどんどん悪化しているけれども、どこに相談した

らいいんだろうかとか、そういうようなことをよく聞く。で、きちんと調べると等級がアップしてい

たということがあるけれども、そこら辺はもうちょっと、積極的に障がい者のしおりを皆さんにきち

んと改めてお配りするとか、そういうことをしてほしいが、一切しおりのこと書いていなかったので、

あえてそこを追加してほしい。そこら辺いかがか。本当にすばらしいものだと私は思っている。

○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ 障がい者のしおりの関係についてのお尋ねだ。地域生活支援事業の中のいわゆる任意事業という状

態で実施をさせていただいているので、本編61ページ、オとカの間にそのことを付け加えたいと考え

ている。

○市戸 ゆたか委員

・ しおりの活用について、今後オとカの中に入れていただきたい。２万824人の障がい者の方がいら

っしゃるけれども、この方たちに新しいしおりがなかなか手に入らない。そのことについて、ずっと
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前から私は疑問視している。昔に手帳もらうと、そのときにはもらうが、もうもらえない。そういう

ことで、まだまだこんなサービスやっていると、本当に函館市頑張ってサービスをやってくれている

ので、もっともっと広報してほしいし、周知してほしいし、もちろんこの計画の中にももうちょっと

積極的に入れてほしいと思う。入れてくれるということなので納得した。以上で終わる。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに御発言あるか。工藤委員。

○工藤 恵美委員

・ 20ページの「第４期計画における重点的な取組み」で、今現在気になっていることと今後の取り組

みということでお聞きしたいが、「２ 障がいのある人の地域生活への移行の促進」ということで共

同生活援助、グループホームの新規整備や拡大についての事業者への働きかけということがあるが、

今グループホームの数もかなりふえてきているようであり、30カ所あるということだが、これについ

ての新規整備、拡大というと具体的にどのようなことをしようとしているのか、お聞きしたい。それ

から、私の住んでいる地域に、最近グループホームができたが、地域への周知が何もない。誰がどの

ようにどのくらいの程度の方が入居しているのか、町会に住所も住民票も移されているのか、短期入

所なのか、そういうことも何も知らされないままにグループホームができているが、そういうような

ことも周知されているのかどうかも含めて、今後の取り組み教えてほしい。

○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ 共同生活援助、グループホームにかかわってのお尋ねだ。まずは、この計画の中で、過去の伸び率

等々も勘案し、それから各事業者にこの３年間での整備の考え方、予定を調査して、その辺の数を見

込んだ形で設定した。それで、グループホームが知らない間にできていたということだが、事務所の

ほうには事前に、周辺とか町会とかに周知があったと思うが、そういうことがなされずにということ

か。（「そうだ」と工藤委員）その辺ちょっと我々も把握していなかったが、基本的には周知等々が必

要ではなかろうかと思っている。その辺確認をして、どういう経過でそういう形になったのか、ちょ

っと調査をさせていただきたいと思う。

○工藤 恵美委員

・ では、地域のグループホームについては調査していただきたいと思う。町会へは実際にない。確認

している。災害に対する要避難者のアンケートもとっているから、大事なことなので、調査してほし

い。それから、グループホームの新規整備拡大だが、これは必要なことなのか。希望ヶ丘学園とか障

がい者の入所施設自体はいくつかある。そのほかにこのようにこれからも、今30カ所あるようだが、

グループホームの形態もそれぞれ違うとは思うけれども、市として補助金を出して整備していく必要

性があると思うか。

○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ グループホームの設置、増設にかかわってだ。今回この計画を策定するにあたり、事業者に整備の

意向を確認した。またその前段であるが、国の考え方として、いわゆる地域移行への促進ということ、

施設から地域への促進という基本的な考えを見据えた中で、事業者に調査をして、整備意向があるか

どうかを調査した中で、今回、移行の促進という形で掲載させていただいた。
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○工藤 恵美委員

・ 確かにグループホームのよさもわかっている。国の方針である自立支援だから、この自立支援とい

うことにどうも私はひっかかっているが、どこまで自立することが自立なんだと思うけれども、実際

に障がいの種別もあるのに、種別によらない施策というのも気になってはいるけれども、でも国が決

めたことにある程度の従いもあるが、函館独自の地域の実情に合わせた施策も、ぜひともつくってい

ただきたいとは思う。グループホームをつくる必要があると今おっしゃっているので、グループホー

ムをこれからもつくっていくのだろうけれども、そのときに地域とどのように障がい者がかかわって

いくのか、障がい児も障がい者になり、自分の親も永遠ではないから、いずれ家族がいなくなったり

するときに、地域と一緒に暮らしていかなきゃいけないわけだ。そのときにどのように暮らしていく

かという見守り、行政はどのような見守りを考えているのか、ちょっとそこの辺教えてほしい。どの

ように地域との関連を行政が見守り、そして地域との連携をどのように考えていくかというのも、こ

の取り組みの中に入れていただきたいと思うが、いかがか。

○保健福祉部障がい保健福祉課長（鍋嶋 康文）

・ グループホームの整備にかかわっての御質問だ。まず当然ながらグループホーム、地域と一体とな

った運営が必要になってくるので、事業者と地域との連携が必要になってくると思うので、我々とし

ても、指導、協議していきたいと思う。

○工藤 恵美委員

・ 地域との連携、この３番の「地域社会の支え合い」に入るのか。20ページにグループホームに関し

ての文言を加えてほしいということをお願いしている。グループホームによる火災やら、いろいろな

事件が起きていると思う。そのことを解消するためにも、今地域の人たちが心配している。障がい者

だけのアパートがあっていいんだろうかというようなことも心配している。その事業者がきちんとし

た見守りをされているのかとか、そういうことも含めて地域連携のところ、グループホームに関して

の支え合いを具体的に、１行入れていただきたい。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 施設から地域へという大きな方向の中で、まずはグループホーム的なところが地域生活を支えると

ともに、そこで生活をするということで、グループホームが事業所をふやしてきている現状にあるし、

函館市としても、地域移行をするための一つの居場所として、住まいとしてグループホームは有効で

あろうということで、拡大に向けての施策を書かせていただいている。かつてはグループホームに限

らず障がいの施設は各地域の承諾なしには進めることができなかったという時代があって、そのとき

には各地元町会の合意書というか承諾書というか、そういった文書をいただく中で施設が設置されて

きた歴史があるわけだが、今はそういったものは必要がないことにはなっているけれども、地域でと

もに暮らす方々として、お互いに理解をして支え合っていくことが必要になってきているんだろうと

思うので、この３番の「地域社会の支え合い」の中で、町会、関係団体と地域で支え合い補完できる

ような環境づくりが必要だということで書かせていただいているけれども、今お話があったのは、そ

こに行政としてどう関わっていくのかという御指摘なんだろうと受けとめているが、グループホーム

だけをことさら取り上げて、そこで行政との関わり合いを表記するといったことは、ちょっとなかな
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か難しい。障がいの事業所総体で行政がどうかかわっていくのかはあり得ると思うけれども、現状で

は基準に合致した事業所であるかどうかを確認をした上で、市として事業所の指定をして、適宜指導

監査、実地指導して適正なサービス提供が行われているか、あるいは、地域との良好な関係が保たれ

ているのかといったことを指導監査していく。その中で不都合がある場合には随時指導を行っていく

といった体系になっているので、ここでグループホームだけを取り上げて何か行政としての役割を記

載するといったのは、なかなか考えにくいのかなと思う。

○工藤 恵美委員

・ わかった。でも就労のできない障がい者、完全自立していない障がいのある方々がグループホーム

にはいるわけだ。そして地域で暮らす。でも地域の人とどのようにかかわっていくかというのは、そ

の見守りの仕方によって見守られていないわけだ。グループホームは、衣食住が与えられているだけ

の場所だ。これからも、ふえていくとすれば、そこに障がい者が安心して暮らせる、それから地域の

人も安心して暮らせる共同生活ができるようにするには、もっと行政の見守りや指導が必要なのでは

ないかと思うが、実際に、例えば放火事件が起きたり、それから地域の子供たちのいたずらがあった

りとか、実際に起こっている。これからふやしていくとすれば、そういうことの見守りとか必要なの

ではないのかなと思うが、まずはわかった。ここに書いてあるので、個別の施策としてはこれからま

たさらに検討を深めていくということで、終わる。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに御発言あるか。板倉委員。

○板倉 一幸委員

・ 概要で御説明をいただいたが、平成29年度の成果目標、先ほどの御説明だと、市の実績をもとに目

標値を設定し、実現可能な目標としたと説明があったけれども、例えば今お話があった地域生活移行

の移行者数などでは、国は12％指針として掲げているけれども、函館市では9.7％、その差が2.3％と

なるわけだが、なぜ実現不可能なのか、どういう理由なのか。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 国の指針はもちろんあるわけだけれども、当然だが行政だけではたどり着かない。事業所の考えも

あるだろうし、本人、家族、保護者の考えもあって、なかなか現状を変えたくないという傾向もある

中で、どこまで努力できるかということなので、国の指針に横並びではなく、④は事業所の数が少な

いということもあって国の目標を使わせていただいているけれども、①から③については、国の目標

にして達成できない可能性が高いのではなかろうかということで、現実的な目標値にさせていただい

た。努力が足りないと言われれば確かにそのとおりかもしれないけれども、やはり行政だけではなく

て、それぞれ当事者、施設の事業者の方々で取り組まなければならないことだから、あまり過大な目

標を設定してお互いに無理な、例えば本人も望んでいない、受け皿としても十分かどうかと疑問なと

ころに無理矢理目標を達成するために、出したはいいけれども、また戻ってくるというようなことも

あり得るわけだ。目標ありきというか、数値だけを押さえていくと。やっぱり現実を見ながら１人１

人の対応をしていく必要があると思うので、背伸びした無理な目標、数字だけ一人歩きするようなこ

とは避けたいと思っていた。
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○板倉 一幸委員

・ 確かに目標設定して、その目標に到達できるかどうかということは、例えば我々も検証をして、な

ぜこれ到達できなかったんだと、こんなような議論になりがちだから、そこは特に障がいを持ってい

る方があまり急激な変化を求めていないとか、そういうようなことはあるのかもしれない。しかし、

第４期計画の重点的な取組みなどでもこういったようなことを重点的に進めていこうと、これは行政

としての目標も含めて取り組みを進めていくということになるわけだから、障害者福祉が向上してい

くという視点で持って行かなければならない。必ずしも全てが国の指針でなければならないというふ

うに申し上げるつもりはないけれども、しかしそれはやっぱり近づける努力をしていくことが行政の

責務だから、そこはしっかりやっていただく必要があるかと思う。目標は目標で、近づいていくと、

こういうような目標を掲げていくべきではないかと思う。

・ それから、この素案ができ上がってくるのが少し遅いような気もする。例えば予算にかかわること

だとか、そういったこともあるわけだ。後ほど出てくる高齢者保健福祉計画と、介護保険事業計画は、

１月19日からパブリックコメントが始まって、２月18日には終わる。これは来月からパブリックコメ

ントになるが、そういった意味で事業の中身の問題、あるいはそれにかかわる予算の問題とか考える

と、もう少し早く素案を出していただくべきではなかったかと思うけれども、その辺は現実的にどう

だったのか。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 成果目標については、国の指針よりも上回る目標を立てている項目もあるので、そこはこれで進め

させていただきたいと思っているが、策定時期の問題については、確かにおっしゃるとおり年内とか、

年明け早々、予算編成作業、今もまだ査定作業を行っているところだから、まだまだ修正、反映可能

な時期であるとは思うけれども、それにしても少しでも早い時期という思いは私どももある。ただ、

必ずしも国に従う必要もないわけだけれども、国の指針なり、道の方針なり、そういったものを見据

えて市町村がというところがどうしても出てくるので、国の指針が今回出たのが去年の５月で、道の

考えが示されたのが10月くらい、それから本格化していくというようなところもある。なるべく私ど

もも早くやりたいと思っている。特に、次の議題の介護保険事業計画では、国の予算の動向も見極め

なければならない部分が介護保険事業計画の場合特にあるので、そういったことがあって、押して押

して現状に至ったということだ。なるべく早く今後進めていきたいとは思っている。

○板倉 一幸委員

・ わかった。できるだけそういった、いろいろな市民、関係者の皆さんの意見も取り入れながら実際

につくっていくとなると、少しだけ早めにやっていくべきだろうと思うが、その辺のところは私の感

想として申し上げておきたい。それから、言葉尻をつかまえて申し訳ないが、先ほど北原委員の質問

にもあった計画素案の修正の説明についてだ。このパブリックコメントは、修正をされた計画素案で

パブリックコメントを求めるということになるのか。先ほど出された一覧表も修正前が計画素案で、

修正後が計画案と、素案じゃなくて計画案になっているけれども、要は計画素案を修正をしたという

ことだから、素案の修正じゃないのか。修正されたものも計画素案ではないのか。違うのか。

○保健福祉部長（種田 貴司）
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・ 計画素案を修正した計画案で改めてパブリックコメントをやらせていただきたいと考えている。計

画案をパブリックコメントにかけたいと思ってる。計画素案で、冒頭申し上げたように、この間に策

定推進委員会があったから、そこの場で変わらなければ素案のままのパブリックコメントでもいいか

と実は思っていたところだが、最終の計画策定推進委員会で意見をいただいて、やっぱり修正すべき

だという判断になったから、そこは案という形に変えてパブリックコメントを行いたいと考えている。

○板倉 一幸委員

・ こんなことであんまり言いたくない。我々が今協議をしているのが計画素案について委員会で議論

をしていると思っているわけだけれども、計画案と計画素案の言葉の使い方の問題なのだが。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 素案で議論させていただきたいと思っていたが、修正があったから、案とさせていただいた上で本

日説明させていただいたつもりだ。修正したものとして説明をさせていただいたというつもりだ。

○板倉 一幸委員

・ わかった。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言ないか。斉藤委員。

○斉藤 佐知子委員

・ 一言だけよろしいか。第４期障がい福祉計画、この計画策定の趣旨、国の意向として障がいの有無

にかかわらず、その程度にかかわらず、地域で暮らしていこうと。特に精神障がい者は、社会的入院

から地域へとか、施設から地域へということで、今地域でさまざまな方々が住むという、そういう大

きな目的のもとにこういう第４期の計画があるんだと思う。だからやっぱり、私は今回この重点的な

取組みの中で「障がいのある人の地域生活への移行の促進」、障がいのある方も移行の促進への支援

が行政としてももちろん大事だが、やはりそこには「地域社会の支え合い」というところで、障がい

のない方々への障がいのある方々への理解という、そこの意識の醸成も、私は行政の役割だと思うの

で、ぜひしっかり頑張っていただきたいということで終わる。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言ないか。（なし）

・ それでは発言を終結する。

・ 理事者におかれては、本日の議論を踏まえ、今後の対応を進めていただきたいと思う。

・ 理事者は退室願う。

（保健福祉部 退室）

・ 議題終結宣告

・ このような時間になった。この後高齢者保健福祉計画等があるが、休憩を挟んで１時半から再開と

いうことにし、休憩したいと思うが、よろしいか。（はい)

○委員長（日角 邦夫）

・ 暫時休憩する。

午後０時32分休憩
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午後１時31分再開

(3) 第７次函館市高齢者保健福祉計画および第６期函館市介護保険事業計画（案）について

○委員長（日角 邦夫）

・ 再開宣告

・ 議題宣告

・ 本件に関しては、資料が配付され、現在パブリックコメントの手続きが実施されている。正副委員

長としては、各計画についても、理事者から説明を受けた上で、調査を行いたいと思うが、いかがか。

（異議なし）

・ 理事者の出席を求める。

（保健福祉部 入室）

○委員長（日角 邦夫）

・ 資料について説明をお願いする。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 資料説明：１ 第７次函館市高齢者保健福祉計画および第６期函館市介護保険事業計画素案の配付

およびパブリックコメント（意見公募）手続きの実施について（平成27年1月15日付

保健福祉部調製）

２ 第７次函館市高齢者保健福祉計画および第６期函館市介護保険事業計画素案の修正

（平成27年1月20日付保健福祉部調製）

３ 第７次函館市高齢者保健福祉計画および第６期函館市介護保険事業計画（案）の

概要（平成27年1月20日付保健福祉部調製）

○委員長（日角 邦夫）

・ お聞きのとおりだ。ただいまの説明も含め、本件について各委員から何か発言あるか。市戸委員。

○市戸 ゆたか委員

・ すごいボリュームで、もう１回くらい議論したいと思う。それちょっと要望しておきたい。という

のは、専門的なことが多くて、現場での声が必要ではないかと思うので、きのうからパブリックコメ

ントが行われているし、２月18日までということで、１カ月あるので、それを経てまた議論できれば

という要望を申し上げておきたいと思う。

・ 新しい総合事業が非常に注目されている。19ページの介護予防と生活支援サービス事業がこれから

始まっていくということで、先ほど説明があったように、平成29年４月からの実施に向けて検討して

いくということで、この推進協議会を立ち上げていくということだが、この推進協議会、平成27年度

の初めにやりたいということなのだが、この協議会で議論していくメンバーは、今のところどういう

方たちを想定しているのか。

○保健福祉部介護保険課長（鈴木 秀明）

・ 新しい介護予防･日常生活支援総合事業のうちの介護予防・生活支援サービス事業を推進するに当

たっての協議体の構成メンバーの考え方だが、サービスを提供するだろうと思われる団体とか、例え
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ば町会の関係者とか、あとはＮＰＯの関係者とかそういうような方々だ。あと既存の介護サービス事

業者、例えばケアマネジャーの団体とか、ヘルパーの団体とか、そういうような方々の団体を構成メ

ンバーにしながら、担い手になられるような方々と、町会のほうとすれば、担い手にもなるし、受け

手にもなると思われるような方々を構成メンバーにしていきたいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ そこで議論していくと思う。２年かけて協議会で新しい総合事業、サービス事業を検討していくと

いうことはわかった。それで、ここの一般介護予防事業、よく見ると21ページに「（新）地域リハビ

リテーション活動支援事業」も見直しのイメージの中にあるけれども、ここで見ると、介護予防を機

能強化する観点からリハビリの専門の方たちがこの支援事業をしていくと書いているけれども、そこ

ら辺はどういうイメージがあるのか。函館市としてどういうイメージがあるのか、これから協議会で

議論していくとは思うけれども、ちょっとお聞きしたいと思う。

○保健福祉部高齢福祉課長（成澤 俊也）

・ 新しい地域リハビリテーション活動支援事業の考え方だが、まだこれから議論をしながら固めてい

くことになるけれども、実は、現状でも一次予防事業、二次予防事業ということで、介護予防事業を

実施しているわけであるけれども、私どもの課に理学療法士が１名おり、そういった介護予防事業に

おいて専門的知識を活かしながら、活動しているという実績もあるから、こうした職員を活用しなが

ら、活動をしている場所というか、そういったところに行ってアドバイスをする、指導をすることも

考えられるのではないかと今この段階では想定している。

○市戸 ゆたか委員

・ 各事業所にこういう専門家を置いて、例えば理学療法士を置いて訓練をしていくということなのか、

それとも市内に１、２カ所そういう事業所をつくるのか。私が心配しているのは、リハビリの専門家

というのは、なかなかいない。函館にも専門学校はないし、私の元勤務していたところでも、リハビ

リの専門家の人たちがなかなか函館に来てくれないこともあり、北海道の中では、札幌の都市圏に行

ってしまうし、なので青森の専門の方々が結構来ている。これを今後強化していくためには、そうい

う理学療法士、専門家の育成も視野に入れていかなければならないと私は危惧しているけれども、そ

こまでまだ協議はしていないか。

○保健福祉部高齢福祉課長（成澤 俊也）

・ 先ほど直営で職員の活用というお話をしたけれども、市戸委員がおっしゃったように、民間にい

る専門職の方々の活用も十分に考えられるところだ。委員おっしゃるように、専門職、理学療法士だ

けではなく、作業療法士等、なかなかたくさんいらっしゃるというわけではないように聞いてはいる。

ただ、例えば作業療法士の団体も、今後介護予防事業にかかわっていきたいという話も聞いているの

で、今御指摘のあった人材の養成というところとはまた別の次元になるのかもしれないけれども、そ

ういった民間にいる専門職の方々にも協力を呼びかけるなどして、こういった新しい事業に取り組ん

でいければいいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ わかった。よろしくお願いする。
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・ 特別養護老人ホームの重点化という項目、6ページだけれども、これは国が特別養護老人ホームの

入所者、新規の方に関しては、要介護３以上ということで決められたということで、４月からそうい

う方向で動くとは思う。だけれども、私が現場の方に聞いたら、もう既に要介護３以上じゃないと、

４月から導入だが、今この段階でそういう規制がかかっていることがあるということなのだが、そう

いうことを知っているのかということと、要介護１、２の方の「やむを得ない事情による場合は特例

的に認める」ということで、それは非常にいいことだと思うけれども、誰がどのように判断するのか、

その２点ちょっとお聞きしたいと思う。

○保健福祉部介護保険課長（鈴木 秀明）

・ まず１点目の、制度の前だがもう既に要介護３以上の対応になっているという話だが、私はそうい

う話は聞いていないが、実態としては、介護度の高い方から優先的に入るような仕組みになっている

ので、当然介護度の高い方からなので、低い方はなかなか入りづらいというのは、既に実態だ。実態

としては始まっているのかとは思うけれども、制度としてはまだ始まっていない。

・ 要介護の低い方、特例の措置については、どこがどういうふうに決めるのかという話だが、申し込

み段階、今の国からの情報では、申し込みされるときに、要介護の低い方であれば、特例の者だとい

うことをまず申し出ることが大前提なのだが、その後に施設としてはその方がそれに該当するのかど

うかを市に意見を聞くという形になる。市としては、求められた意見に答えるけれども、該当するの

であれば該当すると、そうでなければそうではないという返事を返す。それを受けて、施設では市か

らの意見をもとに審査会に諮り、そこで施設が決めるという仕組みになっている。

○市戸 ゆたか委員

・ 情報は行政から提供するけれども、決めるのはそれぞれの施設の審査会で決めるということだが、

これは今後いろいろな懸念材料にもなるのではないかと心配されることが出てくるけれども、そこら

辺はきちんと現場から声を聞いていただきたいと思っている。

・ ７ページだが、これも今年８月から施行で、所得や資産のある人の利用者負担の見直しということ

で、法律上こうせざるを得なくなってくると思うけれども、函館の場合は資産をどのように調査する

のか。

○保健福祉部介護保険課長（鈴木 秀明）

・ 資産の捉え方だけれども、この辺は国のほうでもかなり議論があったようで、どのような形でみれ

ばよいのか、各自治体それぞれどうすればいいんだということで、国の回答を待ったところだけれど

も、国では資産についてはまずは申告で受けろという話であった。調査するとなるとかなり大変な調

査になるというのが、第一義的にあるから、まずは申告を受けて対応するという国からの指示がある。

○市戸 ゆたか委員

・ あくまでも申告だということなので、申告があったときには所得を調査すると。一定所得はどのく

らいなのか。

○保健福祉部介護保険課長（鈴木 秀明）

・ 補足給付の関係であれば、預貯金が単身で1,000万円を超える場合。夫婦世帯で2,000万円を超える

程度がある場合には、補足給付の対象外ということになっている。
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○市戸 ゆたか委員

・ では、函館も申告があった場合は、補足給付の支給はできないと市が判断することになるのか。特

別養護老人ホームの入所者にかかわる問題だけれども、申告に関して補足給付を受けるか受けないか

は市が判断するということで受けとめていいか。

○保健福祉部介護保険課長（鈴木 秀明）

・ 市で判断する。

○市戸 ゆたか委員

・ 大事なことなので、即答できるようにしておいていただければと思う。新しい制度になって、皆さ

ん不安に思っていることだ。利用料については一般質問でもしたのでここではしないけれども、そう

いう利用料に関しても一定所得の方は１割から２割になるということで、そこら辺もすぐに答えられ

るようにしていただければと思う。

・ 30ページの老人福祉センターの統廃合についてだけれども、今後この計画の中では他の施設の統廃

合のあり方についても検討を進めていくということで書かれているけれども、入浴料については有料

化をしないで無料で今のところ推移しているけれども、今後どのようになるか非常に皆さん注視して

いる状況なのだけれども、そこら辺、あり方の検討はどのように進めていくのか確認したいと思う。

○保健福祉部参事３級（桐澤 睦巳）

・ 老人福祉センターのあり方の検討方法については来年度、平成27年度からいろいろ検討してまいり

たいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ どのように検討していくのか。

○保健福祉部参事３級（桐澤 睦巳）

・ 来年度、機構改革で参事ポストが廃止になる。そして新たな地域福祉課というのができるので、そ

の中でまずもんで、庁内議論を深めていき、その上で何らかの形にしてまいりたいと考えている。

○市戸 ゆたか委員

・ 検討はするけれども、今後の課題ということで受けとめさせていただく。細かいことたくさんある

けれども、質問しないけれども一つだけ、函館市の高齢者が一番心配しているのは、自分たちの少な

い年金でも入れる施設が函館市に本当にできるのかということだ。グループホームや有料老人ホーム

たくさんできるし、特別養護老人ホームもそれなりに確保していくと。特別養護老人ホームはいいと

思う、所得でいろいろ決まっていくので。それ以外のところの、先ほど特別養護老人ホームの補足給

付の話もしたけれども、本当に、誰でもが希望したときに入れるような施設になっていくのかどうか、

そこを考えながらこの計画を立てたのかというあたりの考え方だけ知らせてほしい。

○保健福祉部介護保険課長（鈴木 秀明）

・ 介護施設の整備に当たっての考え方だが、まずは待機者の解消が第一目標だ。今回も332人の待機

者で、ちょっと少ないが328床をつくるというのは、待機者を解消するためのものと、そういう基本

的な考え方で整備を進めているところだ。

○市戸 ゆたか委員
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・ 答えになっていないと思う。

○保健福祉部長（種田 貴司）

・ 国とすると在宅重視で施設整備抑制という大きな方針がある中で、前期第５期計画の中から522床、

函館市とすると居住系を整備していくということで、他の地域に比べると、全国の傾向より施設に重

きを置いたスタンスで介護保険事業計画を進めているということは御理解いただけていると思うし、

今回も332人に対して328床の整備をするということで、決して強引に在宅にシフトするとは考えてい

ない中で、328床をどのような施設別に整備するのが待機者の方々の要望に応えることができるのか。

特養なり密着特養なりを整備することは、利用者にとっては低所得者の方々が安い利用料金、サービ

ス料で入所できるということもあるけれども、一方でこの中では特養が施設整備に当たり公費負担、

補助金を支出して施設整備をしているところであり、財政負担との関係を考えると、この328床が例

えば地域密着特定施設であれば特に市の財政負担なしで希望があれば建てていただくことになるが、

やはりそこは所得階層に応じた、需要に応じる必要があるだろうということで今回、広域型、密着型

合わせて187床。だから、およそ半数を超える、328床の半数を超えるベッド数は、所得に応じた料金

で入れるところを整備したということで、財政負担があるほうのウエイトを半数以上にしているとい

うところだ。全部そうはできないわけだが、そこにウエイトを置いた計画を立てることを意識しなが

ら、種別の配分を検討させていただいた。

○市戸 ゆたか委員

・ ぜひそこをしっかりアピールしていただければと思う。皆さんが安心してこの高齢者保健福祉、介

護保険事業計画を納得できる形にしていただきたい。あと、現場の声はいろいろな協議会の中で議論

されていくと思うので、ぜひ現場の声を重視していただければと思う。終わる。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに、発言ないか。（なし）

・ それでは、発言を終結する。

・ 理事者におかれては、本日の議論を踏まえ、今後の対応を進めていただきたいと思う。

・ ここで、理事者は御退室願う。

（保健福祉部 退室）

○委員長（日角 邦夫）

・ 本件について、先ほど市戸委員からも発言があった。また、現在パブリックコメントを実施してい

ることから、その結果を踏まえて、改めて調査の必要があるか、否か、各委員と御相談の上進めてい

きたいと考えているが、いかがか。（異議なし）

・ 議題終結宣告

２ その他

○委員長（日角 邦夫）

・ 次に、２のその他だが、各委員から何か御発言あるか。市戸委員。

○市戸 ゆたか委員
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・ 陳情第49号「人工内耳対外機器の買い替え及び予備助成に関する陳情」が出ていて、きょうはもう

相当議論しているので、私はぜひこの内容を調査してほしいと思っており、次回の委員会の中でも、

委員の皆さんからいろいろな意見を聞きたいなと思っている。一応口頭で私の気持ちだけはお伝えし

たいと思う。

○斉藤 佐知子委員

・ 市戸委員から陳情のことが出たが、陳情が上がってきたときに、陳情の項目についてではなく、そ

の陳情を受けて、委員会としてどんな調査をするかというところが問われるところだが、そこが、ど

うなのか。あるのであれば、それはみんなで考えなくてはいけないが、ただ陳情だけを取り上げてほ

しいというだけでは、ちょっと難しいと思う。

○委員長（日角 邦夫）

・ 斉藤委員もお話があったけれども、言われている通りだと思う。その項目ごとにきちんと精査して、

それが民生に合うのか、合わないのかということだと思うけれども、それとの関係で、この場でこれ

しないというふうにならないと思うので、ぜひとも会派で考えていただいて、もしそうであるなら、

ここがこうですよというのを、次回出してもらうという形になると思う。

○斉藤 佐知子委員

・ 市戸委員から陳情のことが出たが、この陳情を受けて、市戸委員としてはこの委員会としてどうい

うところを調査したほうがいいというお考えがあれば、聞かせていただければと思う。

○市戸 ゆたか委員

・ 私は一般質問で取り上げた。そしてその当事者が、この陳情を出すということで各会派を回ったと

思う。私としては、体外器70万円から80万円するということで、非常に自己負担が多く、医療機器で

保険がきくということも答弁にはあるけれども、その医療機器として買い替えする時にもかなり時間

がかかるし、いろいろな意味で私は予備が必要だと思っている。人工内耳について、前回陳情が出さ

れてから５年間の間の各自治体の補助、助成制度がどう変わってきているのか、そこら辺も民生常任

委員会として調査すべきではないかと思っている。ただ、今日議論するとなると、非常に時間もかか

っているので、問題提起だけしたいと思う。

○委員長（日角 邦夫）

・ 今問題提起と言っていたので、それぞれ今この場で発言ある方は考えるけれども、なければそれぞ

れ持ち帰って考えていただきたい。

○板倉 一幸委員

・ 共産党さんとしては、取り上げてほしいという意思表示だと受けとめていいか。

○市戸 ゆたか委員

・ はい。私はこの陳情を受けて、調査をすべきではないかという意見を持っている。

○板倉 一幸委員

・ わかった。会派で議論させてほしい。

○委員長（日角 邦夫）

・ ほかに発言あるか。工藤委員。
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○工藤 恵美委員

・ 私事だが、先ほどの障がい福祉計画の議論の中での私の発言で、グループホームが必要かという質

問をしたが、私としては必要なものと捉えているが、多くの方々に誤解されたように、私がグループ

ホームの設置を反対しているかのように受けとめられたので、意図としては、グループホームは必要

だと思っているが、これからたくさんつくっていく上で、見守りが大切ではないかという質問をした

かったが、言いたいことはそれだけだ。誤解されたようなので、ちょっと訂正したいと思う。

○委員長（日角 邦夫）

・ わかった。ほかに発言あるか。（なし）

・ 散会宣告

午後２時38分散会


